
 

 

中央環境審議会大気・騒音振動部会自動車排出ガス専門委員会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第十三

次報告）（案）」に対するパブリックコメントの実施結果について（案） 

 

１．実施方法 

（１）意見募集期間：平成 29 年４月１０日(水)から平成 29 年５月９日(火)まで 

（２）告知方法：環境省ホームページ、電子政府ホームページ及び記者発表 

（３）意見提出方法：郵送、ＦＡＸまたは電子メール 

 

２．意見提出数 

  10 通  （14 件*）     ［内訳］地方自治体  ２通 

                    業界団体   ２通 

                    企業     ５通 

                    個人、その他 １通 

                  *本専門委員会報告に関係の無い意見（1件）を含む 

３．寄せられた御意見及び御意見に対する考え方 

No. 報告(案)の 

該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 

1 2.(P.5) 二輪車排出ガスの低減対策につき、国際基準調

和に配慮されており、賛同する。 

5 件 今般の対策案にご賛同いただき有り難うございます。国際基準調和は、

国際競争力を確保しつつ、我が国の自動車メーカーが世界最高水準の環境

技術を維持するために、有効であると考えています。 
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2 4.(P.10) ①対策の必要性に異論を挟む趣旨ではないが、光

化学オキシダントの被害届の推移からみると、こ

れまでの対策の推進により、光化学オキシダント

は劇的に改善してきており、さらなる光化学オキ

シダント低減の必要性が明確でないことから、引

き続き低減の必要性を検討すべき。また、大幅な

VOC 削減によっても光化学オキシダントの環境基

準（1 時間値）の達成率は向上しておらず、VOC 削

減の有効性について引き続き検討すべき。 

光化学オキシダントの反応メカニズム、シミュ

レーションに関する課題の検討を産官学で引き続

き進めるべき。 

  

②業界の自主的取組による燃料蒸発ガス削減対策

を進める方向に異論を挟む趣旨ではないが、PM2.5

に占める有機炭素はごく一部である。また、VOC 全

体に占める給油時の燃料蒸発ガスは 2.2%と非常

に少ないなど、燃料蒸発ガス削減の寄与は相対的

に非常に小さいと考えられる。 

 

③給油時蒸発ガスについては、燃料小売業からの

発生源とされているが、自動車タンク内の残存ガ

スが排出されることから、燃料小売業だけに起因

するとは言えない点に留意する必要がある。石油

業界全体としては、VOC 排出低減対策を実施し、

VOC 排出低減に貢献してきた。  

 

1 件 ①これまでの VOC 削減対策の推進により、光化学オキシダントの被害届の

件数は減少しており、注意報の発令延日数は減少傾向にあるものの、関東、

東海、近畿などでは依然として毎年、注意報が発令されており、環境基準

達成率は 1％に満たない状況にあります。このような状況を踏まえ、科学

的知見の充実を図りつつ、引き続き効果的な光化学オキシダント対策の検

討を行うことが望ましいと考えます。 

 光化学オキシダントの反応メカニズムやシミュレーションに関する課

題の検討は、環境省の審議会や検討会に専門家や関係業界が参画して進め

られてきたところであり、引き続き関係者の協力を得て検討が行われるこ

とが望ましいと考えます。 

 

 

 

②PM2.5 の成分分析の結果では、有機炭素は約 20%の割合を占めています。

また、VOC 排出量全体における給油時燃料蒸発ガスの占める割合は、6.2%

（植物起源を除く）へと増加しており、VOC 排出量が全体で減少していく

中で、燃料蒸発ガス対策を講じることが重要になっております。 

 

 

 

③自動車側給油機側の双方で対策のオプションを検討し、実施可能な対策

を取り纏めたところです。これまでの VOC の排出削減は、大気汚染防止法

による規制とともに、石油業界を含め関係業界の自主的取組の成果による

ものと考えております。 
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4.（P.13） ①アジア諸国及び欧州では既に Stage2 の整備が

進んでおり、ORVR 規制が導入される見込みはない

としているが、アジア及び欧州でも ORVR の規制

の導入が予定/検討されている。 

 

②地域の実状にあったローカルな環境規制は、存

在し続けるとともに、米国は ORVR 規制を導入し

ていることから、将来的には日本で ORVR を導入

しても国際基準調和との不整合は生じない可能性

もある。 

 

③米国仕様車は既に ORVR が導入されていること

等を考えるとこれらをベースとすれば抜本的な作

り分けは必要なく改造等での対応が可能ではない

のか 

1 件 ①これまで欧州の関係者から、ORVR 規制の導入について言及されたことは

ありません。 

 

 

 

②日欧において乗用車に関する主要な基準はほぼ統一されており、これら

基準を他国においても採用する活動が行われていることから、ORVR 規制の

導入は国際基準調和活動と整合しないこととなります。 

 

 

 

③米国仕様車とパージサイクルが異なる場合等においてはエンジン制御

の見直しが必要となり、設計・製造段階から抜本的な作り分けが必要にな

るものと考えられます。 
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4.（P.14） Stage2 を導入する給油所につき奨励する仕組

みを構築し、その普及を促進させるべき 

 

2 件 Stage2 を導入する給油所がメリットを得られるよう、具体的な仕組みを

行政において検討することが望ましいと考えます。 

5 4.（P.14） 安価で回収効率の高い懸垂型 Stage2 について

国の積極的な関与のもと早期に実用化すべき 

 

2 件 海外で導入事例がある懸垂式 Stage2 を国内で早期に実用化するための

技術実証事業を行政において行うことが望ましいと考えます。 
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5.(P.23 

L.22-24) 

光化学オキシダント濃度のシミュレーションモ

デルに関する記述を光化学オキシダント調査検討

会報告書の表現に合わせるべき 

 

1 件  ご指摘を踏まえ、23 頁 24 行目における「今後のより一層の活用が期待

される」の表記を「今後、さらに改良を継続しつつ、より一層の活用が期

待される。」に修正します。 

7 全体 新車への規制強化のみならず、過去に生産され

た使用過程車への排出ガス規制を導入すべき 

1 件 使用過程車に対して、遡って追加的な排出ガス規制を適用することは、

車両の大幅な改造を伴い使用者に負担を強いるとともに、規制に対応でき

ない場合には走行できなくなり混乱を招くこととなるため、困難と考えま

す。今後とも、関係省庁が連携し、適切な点検整備の励行、自動車検査等

により、使用過程における排出ガス低減性能の維持に努めるべきと考えま

す。 

 

 
 
 
 



  

 今回の専門委員会報告には直接関係ありませんが、以下のような関連意見がありました。 
8 その他 自動車排出ガス専門委員会や同作業委員会に石

油業界の有識者も入れるとともに、他の専門委員

会・作業委員会との連携を図り、産官学の議論の

枠組みをより整備して欲しい。 

 

1 件 ― 

 


